
厚生労働省外国人雇用対策課 
平成23年６月28日 

 

高度外国人材を巡る状況について 

資料３ 



外国人雇用対策の基本的な考え方 

  国際競争力強化の観点
から、専門的・技術的分野
の外国人について、我が国
での就業を積極的に促進。 

 

当
面
の
基
本
的
考
え
方 

・  外国人雇用サービスセンター（東京、愛知、大阪） 
 を中心とした全国ネットワークを活用し、専門的・ 
 技術的分野の外国人の就職を促進。 
・  ハローワークが大学等と連携し、留学生の国内  
 就職を促進。また、留学生に対するインターンシッ  
 プ事業を実施。 

 
 

 
 

具
体
的
対
応 

 
 

現
行
法
の
枠
組
み 

「外国人指針」等に基づき、外
国人労働者の就業環境の改
善を図る。  

・ 国が講じるべき施策として下記を明記。 
   専門的・技術的分野の外国人の就業促進  
   外国人の雇用管理の改善及び再就職の促進  
   不法就労の防止  

・   事業主に対する外国人指針の周知・啓発や、外国人指針に基づく事業  
 所指導により、外国人労働者の雇用管理改善を促進。 
・   急速な雇用情勢の悪化により、日系人に対する機動的な雇用対策を実施。 
       １）ハローワークにおける通訳・相談員の配置増など機動的な相談・支 
             援機能の強化 
       ２）日本語コミュニケーション能力の向上等を図る就労準備研修の実施  

〔雇用対策法〕（平成19年６月改正、平成19年10月１日施行） 

〔出入国管理及び難民認定法〕 
  外国人労働者の受入れ範囲は、「我が国の産業及び国民生活等に与える影響」を総合的に勘案して決定。 

・  事業主に対し、外国人労働者の雇用管理の改善及び再就職支援の努力  
 義務を課すとともに、外国人雇用状況の届出を義務化。  
・  雇用対策法に基づき、事業主が講じるべき措置を具体化した「外国人指   
 針」を告示。                    

〔外国人の適正就労・安定雇用に向けた取組〕 

〔雇用政策基本方針（20年２月厚生労働大臣告示） 〕 

外国人雇用状況の届出制度の周知徹底（事業主のコンプライアンスの一環）                   

〔専門的・技術的分野の外国人に対する支援〕 

※  労働力確保については、まずは国内の若者、女性、高齢 
    者等の労働市場への参加 実現が重要。 
         （新成長戦略（Ｈ22年6月18日閣議決定）） 
※  単純労働者の受入れ等、外国人労働者 の受入れ範 
  囲の拡大は、労働市場の二重構造化のおそれに加え、 労働 
  条件等の改善を妨げ、求人充足・人材確保を阻害するおそ 

  れがあることから、慎重に対応。                   



①国が講ずべき雇用対策  

・「高度の専門的な知識・技術を有する」外国人の就業促進を国が講ずべき雇用対策として明確に位置
付け。（雇用対策法第４条） 

 

②留学生の受入れ拡大 

・２０２０年を目途に留学生受入れ３０万人を目指す。 

・入学の入り口から大学等や社会での受入れ、就職など卒業・修了後の進路に至るまで、体系的に支援 

 を実施。 

 （ 留学生３０万人計画（骨子）（H20.7.29 策定） ） 

 
③高度外国人材について開放的な受入れ制度 

・労働市場テストや受入れ人数枠などの制限もなく、基本的に大卒であれば広く就労可能。 
 
④在留高度外国人材の倍増 
・優秀な海外人材を我が国に引き寄せるための施策を実施し、在留高度外国人材の倍増を目指す。 
・質の高い外国人留学生の受入れ３０万人を目指す。 

・さらに優秀な海外人材を我が国に引き寄せるため、職歴や実績等に優れた高度外国人材に対し出入国 
 管理上の優遇措置を与える「ポイント制度」の導入を検討。 
 
（「新成長戦略」平成２２年６月閣議決定） 

 
 
 

高度外国人材の受入れは国家戦略 



○ 専門的・技術的分野の高度外国人材については、「技術」、「人文知識・国際業務」の在留資格の下、ホワイトカラーや技術者とし
て、我が国で広く就業が可能。 

「専門的・技術的分野」に該当する主な在留資格 

在留資格 具体例 

☆技術 機械工学等の技術者、システムエンジニア等のエンジニア 

☆人文知識 企画、営業、経理などの事務職 

☆・国際業務 英会話学校などの語学教師、通訳・翻訳、デザイナー 

☆企業内転勤 外国の事業所からの転勤者で上記２つの在留資格に同じ 

興行 （※） 俳優、歌手、ダンサー、スポーツ選手 

技能 外国料理人、外国建築家、宝石加工、パイロット、スポーツ指導者 

☆教授  大学教授 

☆投資・経営 外資系企業の経営者・管理者 

☆法律・会計業務 弁護士、会計士 

☆医療 医師、歯科医師、看護師、薬剤師、診療放射線技師 

☆研究 政府関係機関、企業等の研究者 

教育 高等学校、中学校等の語学教師 

現 行 の 専 門 的 ・ 技 術 的 分 野 に お け る 外 国 人 材 の 受 入 れ 制 度  

☆・・・ポイント制度の対象となる資格 



我 が 国 で 就 労 す る 外国人のカテゴリー  

①就労目的で在留が認められる者     約11.1万人 
 (いわゆる「専門的・技術的分野」） 
・その範囲は「産業及び国民生活等に与える影響」を総合的に勘案して個々の職種毎に決定。                                                                              
・各在留資格に定められた範囲で報酬を受ける活動が可能。  

②身分に基づき在留する者        約29.7万人 
 (｢定住者｣（主に日系人）、「永住者」、「日本人の配偶者等」等) 
・これら在留資格は在留中の活動に制限がないため、様々な分野で報酬を受ける活動が可能。 

③特定活動等            約13.4万人 
                 （ＥＰＡに基づく外国人看護師・介護福祉士候補者、外交官等に雇用される家事使用人、ワーキン                  
グホリデー等及び技能実習※） 
・「特定活動」の在留資格で我が国に在留する外国人は、個々の許可の内容により報酬を受ける活動の可否が決定。 
※平成22年7月1日施行の改正入管法により、技能実習生は入国１年目から雇用関係のある「技能実習」の在留資格が付与さ
れることになった（同日以後に資格変更をした技能実習生も同様。）。 

④資格外活動（留学生のアルバイト等）        約10.8万人 
・本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（留学生：1週28時間以内）で、相当と認められる場合に
報酬を受ける活動が許可。 
 

我が国で就労する外国人労働者（総数 約65.0万人）の内訳 

  
        資料出所：厚生労働省外国人雇用状況届出状況 （平成22年10月末現在） 



国籍別・在留資格別 
外国人労働者の現状（2010年10月現在） 

在留資格 総数 ①専門的・技
術的分野 

②身分に基づ
く在留資格 

③特定活動
等 

④資格外活
動 

全国籍計 ６４９，９８２ １１０，５８６ ２９６，８３４ １３４，３６８ １０８，０９１ 

中国 ２８７，１０５ ４９，４９８ ５３，０３８ １０２，２４４ ８２，２８１ 

ブラジル １１６，３６３ ５１３ １１５，５７９ １５１ １０６ 

フィリピン ６１，７１０ ２，７７３ ５０，８２５ ７，４８９ ６１２ 

韓国 ２８，９２１ １１，８７６ ７，９０８ １，９８３ ７，１５２ 

ペルー ２３，３６０ １０３ ２３，１１５ ７４ ６１ 

その他 １３２，５２３ ４５，８２３ ４６，３６９ ２２，４２７ １７，８７９ 

出典： 厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況（2010年10月末現在）」 

単位：人 



○在留資格「永住者」とは 
 在留資格「永住者」は、すでに日本での在留資格を有する外国人に対して法務大臣が許可を与えることによって認めら
れるものであり、入国当初から付与されるものではない。 
 
 （許可要件）【「出入国管理法第22条」及び「法務省永住許可に関するガイドライン」で規定】 
  ①素行が善良であること 
  ②独立の生計を営むに足りる資産又は技能を有すること 
  ③その者の永住が日本国の利益に合すると認められること 
   （原則として引き続き１０年以上本邦に在留していること、罰金刑や懲役刑などを受けていないこと、など） 
 

○「帰化」とは 

 帰化とは，日本国籍を有しない者（外国人）からの国籍の取得を希望する旨の意思表示に対して、国家（法務大臣の権
限）が許可を与えることによって、日本国籍を与える制度。 
 
  （許可要件）【国籍法第５条】 
   ①引き続き５年以上日本に住んでいること 
   ②年齢が20歳以上であって、かつ、本国の法律によっても成人の年齢に達していること 
   ③素行が善良であること 
   ④生活に困るようなことがなく、日本で暮らしていけること 
   （生計を一つにする親族単位で判断され、申請者自身に収入がなくても、配偶者やその他の親族の資産又は技能によって安定した 
     生活を送ることができればよい） 
   ⑤無国籍であるか、原則として帰化によってそれまでの国籍を喪失すること（重国籍の禁止） 
   ⑥憲法遵守 
    ※その他簡単な日本語のテストあり。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

技術・人文知識国際 永住者 永住者の配偶者等 帰化 

国籍 外国籍 外国籍 外国籍 日本国籍 
在留期間 ３年又は１年 無期限 ３年又は1年 無期限 

就労活動の制限 制限あり 制限無し 無制無し 制限無し 
生活保護の適用 適用無し 予算措置で適用 予算措置で適用 適用 

その他 
・失業した場合、在留
期間内に再就職できな
ければ帰国。 

・失業しても引き続き在留可能。 
・配偶者や子は「永住者の配偶者等」
の在留資格への変更が可能。 

・失業しても引き続き在留可能。 
・永住許可申請する場合、配偶者の場
合３年の婚姻生活及び1年の本邦在留、
子の場合1年の本邦在留で申請可能。 

日本人と同様。 
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【表1】「永住者」の在留資格による 
    国籍別外国人登録者数の推移 （総数） 

出典：法務省入国管理局 「平成22年度版出入国管理」 
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【表2】「帰化者」の在留資格による 
    国籍別外国人登録者数の推移 （総数） 



異なる教育、文化等を背景とした外国人ならでは
の発想力・企画力は、我が国経済社会の活性化・
国際化を図る上で有効。 

 日本人社員のみによって形成された画一的な視点ではなく、外国人ならではの知識
の活用、異文化の発想（ダイバーシティ＝多様性の尊重）により、新たなアプロー
チ、思いもよらぬ価値が生み出される（イノベーション）。外国市場開拓の期待も大
きい。 
 
 
 
 
 
       
     
      ・ 斬新なコンセプトに基づく商品開発 
      ・ 新たな発想による経営手法を導入 
      ・ 新たな外国市場の開拓 

例） 

高 度 外 国 人 材 活 用 の 意 義  

   高い付加価値の創造！ 
＝生産性の向上 

 
多様性 イノベーション 



専門的・技術的分野の外国人材数及び留学生数 
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○日本における留学生数の推移 
・平成2１年末現在の留学生の総数は14万5909人で過去最高である。（２０年１０年前の約２
倍）。留学生の就職も以前より増加。 （Ｈ15:約3800人→Ｈ21：約１万人で約3倍） 

就職を目的として在留資格変更の許可を受けた留学生数 

留学生数 

31,766 34,739 40,861 44,496 44,943 47,682 55,276 57,323 61,763 67,291 69,395 15,668 16,531 19,439 20,717 20,807 23,210 
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技術 

人文知識・国際 

○専門的・技術的分野における外国人登録者数の推移 
・平成21年末現在の登録者数は20万1930人（10年前の2倍以上に増加） 

 
 



○月額報酬別交付件数 
報酬額 人文知識・国際業務 技 術 合計 

２０万円未満 464 (9.4%) 625 (15.8%) 1,089 (12.2%) 

２０万円以上～３０万円未満 3,339 (67.5%) 1,908 (48.2%) 5,247 (58.9%) 

３０万円以上～４０万円未満 402 (8.1%) 576 (14.6%) 978 (11.0%) 

４０万円以上～５０万円未満 114 (2.3%) 268 (6.8%) 382 (4.3%) 

５０万円以上～６０万円未満 146 (3.0%) 202 (5.1%) 348 (3.9%) 

６０万円以上 357 (7.2%) 309 (7.8%) 666 (7.5%) 

不明 127 (2.6%) 68 (1.7%) 195 (2.2%) 

合計 4,949 (100.0%) 3,965 (100.0%) 8,905 (100.0%) 

  1,000万円以下 1,000万円～１億円 １億円～10億円 10億円～100億円 100億円～1,000億円 1,000億円超 不詳 合 計 

交付件数 268 1,337 2,304 2,062 1,020 835 1,079 8,905 

構成比 3.0% 15.0% 25.9% 23.2% 11.5% 9.4% 12.1% 100.0% 

○年間売上額別交付件数 

(単位 人） 

(単位 人） 

資料出所：法務省入国管理局 「平成21 年における日本企業等への就職を目的とした「技術」又は「人文知識・国際業務」に係る在留資格認定証明書交付状況について」 
（平成22年7月） 

高 度 外 国 人 材 の 就 業 を 巡 る 現 状  

     
10 

○年齢別・性別交付件数                             （単位 人） 

  0～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合計 

男性 0 3,553 1,960 623 196 44 6,376 

構成比 0.0% 55.7% 30.7% 9.8% 3.1% 0.7% 100.0% 

○従業員数別交付件数                                                      （単位 人） 

  9人以下 10～99人 100～299人 300～999人 1,000～4,999人 5,000人以上 不詳 合計 

交付件数 2,000 2,908 1,257 862 1,099 600 179 8,905 

構成比 22.5% 32.7% 14.1% 9.7% 12.3% 6.7% 2.0% 100.0% 

○ 月額報酬別では、20万 
 円以上30万円未満で約６ 
 割。 
○ 年齢別では20代・30代 
 で、約９割。 
○ 年間売上額別では１億 
 円から10億円が最多。 
○ 従業員数別では300人 
 未満の中小企業で約７割。 



（平成 2 0 年 7 月現在の状況）  

○ 一部上場企業本社における外国人社員の活用状況は約半数。 
   （活用している企業において、全社員に対し、外国人社員は0.26％。） 

○ その中でも正社員として活用されているのは約４割。 

○ 外国人正社員をみると、「営業・販売」、「研究開発」、「システム 
 開発・設計」が多くを占めている。 

○ 年収を見ると、正社員でも４００万 

 円台が最も多い(25.4%)。 

○ 管理職として活用されている外国人 

 社員は5.8％。 

（参考） 
 従業員1000人以上の企業における正社員の平均年収は
673万円（※平均年齢：４０．１歳） 

厚生労働省「賃金構造基本統計調査報告（平成19年度）」 

（参考） 
 従業員1000人以上の企業における部長級、課長級の社
員の割合は12.5％ 

厚生労働省「賃金構造基本統計調査報告（平成19年度）」 

「一部上場企業本社における外国人社員活用実態に関するアンケート調査」から 

    

○ 平均勤続年数は、正社員で4.3年。 

「一部上場企業本社における外国人社員活用実態に関するアンケート調査」調査結果報告書 平成20年9月 



・留学生全体の卒業後の進路の希望の調査（複数回答）では、「日本で就職を希望」（５６．９％）する者

が最も多く、次いで「日本で進学希望」（４４．６％）する者が多い。一方実際に日本で就職している者は

希望者の約半分となっている。        活用の余地！！ 

留 学 生 の 卒 業 後 の 進 路 希 望 と 就 職 状 況  

資料出所：（独）日本学生支援機構「平成21年度私費外国人留学生生活実態調査概要」 
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日本で就職： 8,736人（24.1％） 
就職活動継続： 3,998人（11.0％） 

※平成20年度中に卒業（修了）した外国人留学生 

資料出所：（独）日本学生支援機構 
 「平成20年度 外国人留学生進路状況調査」 

（人） 



○ 「外国人雇用サービスセンター」等（外国人版ハローワーク：東京・名古屋・大阪・福岡） 
 を、高度外国人材の就職支援の拠点と位置付け、ハローワークの全国ネットを活用し、意識啓 
 発からマッチング・定着に至るまで、各段階で多様な支援メニューを提供。 
○ また、「留学生３０万人計画（骨子）」も踏まえ、就職支援の充実、企業の意識改革や受け 
 入れ体制の整備を図るべく、（独）労働政策研究・研修機構や、文部科学省等、関係機関の英 
 知を集結して支援に取り組む。  
○ 厚生労働省としても、企業における高度外国人材の就労環境の整備にむけた支援を実施。 

Ⅰ 外国人雇用サービスセンターは、求人・求職
を集約した上で、全国のハローワークや学生職業
センターとの連携により、卒業にいたるまで複数
年にわたり、全国的かつきめ細かな就職支援を実
施。 

全国的ネットワークによるマッチングの促進 意識啓発・カウンセリング等 

Ⅱ 大学の就職担当者等を訪問し、未内定留 学
生の把握や外国人雇用サービスセンターの利用勧
奨を行うほか、国内就職希望の留学生に対し、在
籍の早い段階から就職ガイダンスを実施するな
ど、留学生の意識・動機付けに向けて連携。 

Ⅲ 企業と留学生の相互理解の促進を通じ、国
内就職市場の拡大を図るため、留学生向けイン
ターンシップを実施。また、大学の就職支援担
当者との情報交換を実施。 

留学生インターンシップ・大学との連携 
Ⅳ 平成21年度・22年度に厚生労働省委託事業と

して、高度外国人材を活用する企業の人事担当者
や高度外国人材本人に対するアンケート調査等を
実施。 
 活用のための実践マニュアルを作成し、普及啓
発のためのセミナーを開催。 

企業における高度外国人材活用促進事業 

留 学 生 の 就 業 促 進 に 向 け た 具 体 的 な 施 策  
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